
（平成２２年８月４日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 3 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 1 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 5 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 2 件

年金記録確認和歌山地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



和歌山国民年金 事案 633     

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 63 年７月の国民年金保険料については、納付していたものと

認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号  ：  

生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 63年７月 

私は、平成元年＊月＊日に夫と死別したので、各種の手続を行う中で、国

民年金の加入手続も行った。その際に担当者から、私の厚生年金保険被保険

者資格の喪失後から第３号被保険者資格を取得するまでの期間に空白期間

があるので、当該期間について、さかのぼって国民年金保険料を納付するよ

うに言われた。なぜ保険料を納付しなければならないのか不思議であったが、

担当者が社会保険事務所（当時）に電話で２度ほど確認してくれたので、そ

の時にさかのぼって保険料を納付し、以降未納が無いように保険料を納付し

てきた。申立期間が未納となっていることに納得できないので記録の訂正を

希望する。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は１か月と短期間であるとともに、申立人は、申立期間以外の国民

年金加入期間において未納期間は無い。 

また、申立人は夫と死別後に国民年金の加入手続をしたと供述しているが、

国民年金手帳記号番号払出簿の記録から、申立人の国民年金手帳記号番号は、

平成元年 10月９日に払い出されており、加入手続時にさかのぼって昭和 63年

６月１日付けで国民年金の強制加入被保険者資格を取得した後、同年８月８日

付けで夫の健康保険の被扶養者に認定されていた記録を基に、国民年金の第３

号被保険者資格を取得したことが確認できるなど、申立内容に不自然さは見ら

れない。 

さらに、オンライン記録によると、平成２年３月５日に、同年１月の過誤納

保険料が昭和 63年６月の保険料に充当された後、平成２年８月 14日に、申立

人に対し納付書が作成されたことが確認できるところ、当該納付書の作成時点

で保険料が未納となっているのは、申立期間である昭和 63 年７月のみである

ことから、当該納付書は同年７月の保険料に係るものと推認され、申立人は、



国民年金加入後、空白期間が無いようさかのぼって保険料を納付してきた旨供

述していることを踏まえると、申立人が申立期間の保険料を当該納付書により

納付したと考えるのが自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



和歌山国民年金 事案 634  

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45年２月から 46年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45年２月から 46年３月まで 

私は、結婚後、夫の両親と同居していたが、申立期間の国民年金保険料が、

夫及び義母については納付済みであるのに、私の記録は未納とされている。 

国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付は義母がしてくれたが、当

時、我が家は日用品等の販売店及び食堂を営んでおり、商売は順調で、保険

料を納める経済力はあったのに、私の記録だけが未納とされていることに納

得できないので、記録の訂正を申し立てる。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は 14 か月と比較的短期間であるとともに、申立人は、申立期間を

除き国民年金保険料をすべて納付している。 

また、申立人の夫及び同居の義母も、国民年金加入期間において保険料をす

べて納付している上、昭和 50 月４月以降は、夫婦及び同居の義母は付加保険

料を納付しており、申立人世帯の納付意識の高さがうかがえる。 

さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該手帳記号番号前後の被保険

者に係るオンライン記録から、昭和 47 年３月から同年７月までの間に払い出

されたと考えられるが、国民年金加入手続前の 46 年４月から加入手続時まで

の期間の保険料を納付しているにもかかわらず、申立期間の保険料を納付しな

かったとは考え難い。 

加えて、Ａ市町村保管の国民年金被保険者名簿によると、申立期間の国民年

金保険料が納付済みであったことをうかがわせる記載がある上、その後の転居

先であるＢ市町村保管の被保険者名簿によると、申立期間の保険料が納付済み

であった記録が未納に訂正されていることが確認できるなど、行政側の納付記

録の管理が適正に行われていなかった可能性がうかがえる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



和歌山厚生年金 事案 555  

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、昭和 42 年 10 月 21 日から同年 12 月 21 日までの期間につ

いては、申立人のＡ社における資格取得日は 42 年 10 月 21 日、資格喪失日は

同年 12月 21日であると認められることから、当該期間に係る厚生年金保険被

保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、２万 4,000円とすることが妥当

である。 

申立期間のうち、昭和 43年３月 26日から 44 年３月 16日までの期間につい

ては、申立人のＢ社における資格取得日は 43 年３月 26 日、資格喪失日は 44

年３月 16 日であると認められることから、当該期間に係る厚生年金保険被保

険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、昭和 43 年３月から同年７月ま

では３万円、同年８月から 44 年２月までは３万 6,000 円とすることが妥当で

ある。 

申立期間のうち、昭和 45 年２月 26 日から同年６月 26 日までの期間につい

ては、申立人のＣ社における資格取得日は 45 年２月 26日、資格喪失日は同年

６月 26 日であると認められることから、当該期間に係る厚生年金保険被保険

者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、３万円とすることが妥当である。 

申立期間のうち、昭和 45 年９月１日から 48年２月 21 日までの期間につい

ては、申立人のＤ社における資格取得日は 45 年９月１日、資格喪失日は 48

年２月 21 日であると認められることから、当該期間に係る厚生年金保険被保

険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、昭和 45年９月から 46年８月ま

では４万 2,000 円、同年９月から 47 年９月までは６万円、同年 10 月から 48

年１月までは８万 6,000円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和42年10月21日から同年12月21日まで 

② 昭和43年３月26日から44年３月16日まで 



③ 昭和45年２月26日から同年６月26日まで 

④ 昭和45年９月１日から48年２月21日まで 

申立期間①については、私は、昭和 42 年 10月 21 日にＡ社に入社し、Ｅ

市町村のＦ店内にあった同社が経営する店舗で調理人として、同年 12 月 21

日まで継続して勤務していた。 

申立期間②については、昭和 43年３月 26日にＧ市町村にあったＢ社に入

社し、同社が経営するＨ店の売掛金の集金人として、44年３月 16日まで継

続して勤務していた。 

申立期間③については、昭和 45年２月 26日にＩ市町村にあった会社に入

社し、Ｊ製品の製造作業員として、同年６月 26 日まで継続して勤務してい

た。 

申立期間④については、昭和 45 年９月１日にＫ市町村にあったＤ社に入

社し、同社が経営するＬ店で調理人として、48年２月 21日まで継続して勤

務していた。 

社会保険事務所（当時）の記録では、各事業所における厚生年金保険被保

険者記録が無いので、各申立期間について厚生年金保険被保険者として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、Ａ社における当時の社会保険事務担当者の、「申立

人がＥ市町村のＦ店内にあったＭ店で調理人として勤務していた。」との供述

から、申立人が同社に勤務していたことが認められる。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人と同

姓同名で、被保険者期間が申立期間と一致し、生年月日のうち生まれ年だけが

３年（日付は昭和 22 年＊月＊日生まれ）早い基礎年金番号に未統合の被保険

者記録が確認できるところ、当時の同社の社会保険事務担当者は、「当時、Ｎ

姓の従業員は申立人一人だけであった。」と供述しており、また、申立人は、

「当時、先輩から、飲食業界は年齢が若いと給料が安くなると言われたので、

生年月日のうち月日はそのままにして年だけ何年か早く生まれたことにして

会社に申告していた。」と供述している。 

これらの事情を総合的に判断すると、上記の未統合記録は、申立人の記録で

あり、申立人の同社における被保険者資格取得日は昭和 42 年 10 月 21 日、被

保険者資格喪失日は同年 12月 21日であると認められる。 

なお、申立期間における標準報酬月額については、上記の名簿に記載されて

いる未統合の申立人と認められる厚生年金保険被保険者の記録から、２万

4,000円とすることが妥当である。 

申立期間②については、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票にお

いて、申立人と同姓同名（１字だけ旧字体）で、被保険者期間が申立期間と一

致し、生年月日のうち生まれ年だけが１年（日付は昭和 24年＊月＊日生まれ）



早い基礎年金番号に未統合の被保険者記録が確認できるところ、申立人は、「当

時は、若いのに子供ができて恥ずかしかったので、生年月日のうち月日はその

ままにして年だけ何年か早く生まれたことにして会社に申告していた。」と供

述している。 

また、上記の被保険者原票に記載されている被扶養者氏名及び生年月日が、

申立人の改製原戸籍に記載されている被扶養者氏名及び生年月日と一致する。 

これらの事情を総合的に判断すると、上記の未統合記録は、申立人の記録で

あり、申立人の同社における被保険者資格取得日は昭和 43年３月 26日、被保

険者資格喪失日は 44年３月 16日であると認められる。 

なお、申立期間における標準報酬月額については、上記の名簿に記載されて

いる未統合の申立人と認められる厚生年金保険被保険者の記録から、昭和 43

年３月から同年７月までは３万円、同年８月から 44 年２月までは３万 6,000

円とすることが妥当である。 

申立期間③については、申立人は、勤務していた会社の名称及び同社での同

僚の氏名を記憶していないものの、「私は、昭和 45 年２月 26 日にＩ市町村に

あった会社に入社し、主にＪ製品を製造する仕事に従事していた。」と供述し

ているところ、Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において申立期

間に厚生年金保険被保険者記録が確認できる同僚のうち供述が得られた９人

全員が、「Ｃ社は、申立期間当時、Ｉ市町村に所在し、Ｊ製品を製造する会社

であった。」と供述しており、当該供述内容は、申立人の供述内容とほぼ一致

することから、申立人が同社に勤務していたことが推認できる。 

また、Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人と同

姓同名で、被保険者期間が申立期間と一致し、生年月日のうち生まれ年だけが

３年（日付は昭和 22 年＊月＊日生まれ）早い基礎年金番号に未統合の被保険

者記録が確認できるところ、申立人は、「当時は、若いのに子供ができて恥ず

かしかったので、生年月日のうち月日はそのままにして年だけ何年か早く生ま

れたことにして会社に申告していた。」と供述している。 

これらの事情を総合的に判断すると、上記の未統合記録は、申立人の記録で

あり、申立人の同社における被保険者資格取得日は昭和 45年２月 26日、被保

険者資格喪失日は同年６月 26日であると認められる。 

なお、申立期間における標準報酬月額については、上記の名簿に記載されて

いる未統合の申立人と認められる厚生年金保険被保険者の記録から、３万円と

することが妥当である。 

申立期間④については、申立人が記憶している同僚の、「私は、申立期間当

時、Ｄ社が経営するＬ店の調理人として申立人と一緒に勤務していた。」との

供述から、申立人が同社に勤務していたことが認められる。 

また、Ｄ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人と同

姓同名で、被保険者期間が申立期間と一致し、生年月日のうち生まれ年だけが

３年（日付は昭和 22 年＊月＊日生まれ）早い基礎年金番号に未統合の被保険



者記録が確認できるところ、上記の同僚は、「当時、Ｎ姓の従業員は申立人一

人だけであった。」と供述しており、また、申立人は、「当時、先輩から、飲食

業界は年齢が若いと給料が安くなると言われたので、生年月日のうち月日はそ

のままにして年だけ何年か早く生まれたことにして会社に申告していた。」と

供述している。 

これらの事情を総合的に判断すると、上記の未統合記録は、申立人の記録で

あり、申立人の同社における被保険者資格取得日は昭和 45 年９月１日、被保

険者資格喪失日は 48年２月 21日であると認められる。 

また、申立期間における標準報酬月額については、上記の名簿に記載されて

いる未統合の申立人と認められる厚生年金保険被保険者の記録から、昭和 45

年９月から 46年８月までは４万 2,000円、同年９月から 47年９月までは６万

円、同年 10月から 48年１月までは８万 6,000円とすることが妥当である。 



和歌山国民年金 事案 630   

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和51年６月から53年３月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和51年６月から53年３月まで 

私が大学生であった20歳の誕生日に亡父が国民年金の加入手続を行って

くれた。「初めて被保険者となった日」が20歳に到達した日である昭和51年

＊月＊日と記載された年金手帳も持っている。年金に加入していない人には

年金手帳を交付しないはずであり、私が学生の間の国民年金保険料は亡父が

納付していたはずなので、年金記録の訂正を希望する。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「初めて被保険者となった日」が昭和 51年＊月＊日と記載された

年金手帳を所持していると申し立てているところ、Ａ市町村が保管する国民年

金被保険者名簿によると、同手帳の記号番号（＊）は、同年７月にＡ市町村に

おいていったん払い出された後、「学生のため」との理由により 52 年８月 24

日に取り消されているとともに、国民年金保険料の納付記録が無いことが確認

できる。 

なお、上記の被保険者名簿には、昭和 51年７月５日に 20歳到達により年金

手帳を送付した旨の記載が確認できることから、申立人が所持する上記の年金

手帳は、Ａ市町村が同町内の 20 歳到達者に対して一斉送付したものと考えら

れる。 

また、申立人の基礎年金番号である＊の国民年金手帳記号番号は、新たに昭

和 61 年５月にＡ市町村において払い出されており、その時点では、申立期間

は時効により国民年金保険料が納付できない期間に該当する上、上記の二つの

国民年金手帳記号番号のほかに、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が

払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

さらに、申立人自身は、国民年金への加入手続及び国民年金保険料の納付に

関与しておらず、申立人が当該手続及び保険料納付を行ってくれたと主張して

いる申立人の父親は既に亡くなっているため、申立人の国民年金への加入状況

及び保険料の納付状況は不明である。 



加えて、申立人の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



和歌山国民年金 事案 631  

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 56年７月から 59年５月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 56年７月から 59年５月まで 

夫の国民年金の記録について、社会保険事務所（当時）の記録では、昭和

56年７月から 59年５月までの期間が未加入となっている。 

しかし、夫はどんなことでもきっちりとした性格であり、申立期間につい

ても国民年金に加入し、国民年金保険料を納付しているはずであるので、年

金記録の訂正を希望する。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の納付記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立期間当時、申立人の配偶者が厚生年金保険被

保険者であったため、申立期間は、国民年金の任意適用期間であったことが確

認できる。 

また、Ａ市町村保管の国民年金被保険者名簿及び電算記録によると、申立期

間において申立人が国民年金に加入した記録は確認できない上、申立人に対し

て、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も

見当たらない。 

さらに、申立人の妻は、「夫自身が国民年金の加入手続及び国民年金の保険

料納付を行った。」と供述しており、申立人の国民年金加入手続及び国民年金

の保険料納付に関与していない上、申立人は既に死亡していることから、申立

人に係る申立期間当時の状況について供述を得ることはできない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料の納付をうか

がわせる周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



和歌山国民年金 事案 632  

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 54年４月から 56年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和54年４月から56年３月まで 

私は、短期大学を卒業後、音楽教室の講師となり、厳格な父親の勧めで国

民年金に加入し、国民健康保険料と一緒に国民年金保険料を納付し始めた。 

申立期間は国民年金保険料を納付しているはずなので、記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「短期大学を卒業後の昭和 54年４月ごろ国民年金の加入手続を行

い、国民年金保険料を納付した。」と主張しているが、申立人の国民年金手帳

記号番号は 56年９月 30日に払い出されており、Ａ市町村保管の国民年金被保

険者名簿によると、同年８月 21 日に申立人に係る国民年金被保険者資格取得

届が受付されていることが確認できることから、申立内容とは符合しない上、

申立人に対して、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかが

わせる事情も見当たらない。 

また、申立人は、保険料をさかのぼって納付した記憶も無い。 

さらに、申立人は、「国民年金の加入手続は自分か父親が行い、国民年金保

険料の納付は自分で行った。」と主張しているものの、国民年金の加入手続及

び保険料の納付についての記憶はあいまいである上、加入手続を行った可能性

のある申立人の父親は、既に死亡していることから、当時の国民年金の加入状

況の詳細については確認することができない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



和歌山厚生年金 事案 556  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 14年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 21年６月 17日から 22年 11月１日まで 

私は、昭和21年６月17日にＡ社へ入社し、60年９月まで継続して勤務した

が、社会保険事務所(当時)の記録によると厚生年金保険被保険者資格の取得

日が22年11月１日とされている。同社の証明どおり、21年６月17日から30

年３月31日まで同社本店所属であったので、申立期間について、厚生年金保

険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の在職証明書及び同社が保管する従業員台帳において、申立人は、昭和

21年６月17日から同社において勤務していたことが認められる。 

しかしながら、Ａ社は、「申立期間当時の社会保険関係の資料が保管されて

いないため、申立人の申立期間における厚生年金保険の加入状況及び保険料控

除については不明である。」と回答している。 

また、Ａ社本店に係る健康保険労働者年金保険被保険者名簿において、昭和

22年11月１日付けで申立人を含む22人が一斉に被保険者資格を取得している

ことが確認できる上、申立人に係る厚生年金保険被保険者番号の払出時期(昭

和22年11月)に不自然さは無く、別の記号番号が払い出された事情も見当たら

ない。 

さらに、申立人は、「同時期に入社した同僚はいなかった。」と供述している

ほか、上述の記録となっている同僚は、「申立期間当時、従業員の採用につい

ては、欠員が出れば、その都度採用していた。20人以上が一斉に厚生年金保険

に加入しているということであれば、採用の都度加入手続を行わず、この昭和

22年11月１日で一斉に厚生年金保険の資格取得の手続をしたのではないか。」

と供述している。 



加えて、申立人の厚生年金保険被保険者資格取得日である昭和22年11月１日

には､Ａ社が雇用保険の適用事業所となっているほか、社会保険に未加入であ

った同社の４支店が同日付けで新たに社会保険に加入している事情を踏まえ

ると、この時期に同社において、社会保険の取扱いに係る整備が行われたもの

と推測される。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



和歌山厚生年金 事案 557  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46年７月 21日から 47年３月１日まで 

私は、昭和 46年７月 21日にＡ社に入社し、47年２月 28日まで同社Ｂ支

店で受付及び電話対応の業務に従事していたが、申立期間の同社における厚

生年金保険の加入記録が見当たらない。 

当時、病院にかかった記憶もあるので、健康保険証を持っていたと思う。 

また、Ａ社に勤務していた時に、先に同社に入社していた夫と知り合い結

婚した。同社で結婚式（昭和 47年３月＊日)の直前まで勤務したことは間違

いないので、申立期間について厚生年金保険被保険者期間として認めてほし

い。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間当時の同僚及び申立人の夫の供述から、申立人は、入社時期は特定

できないものの、Ａ社で勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、当時のＡ社における経理担当者は、「当時、従業員には３か

月ぐらいの試用期間があり、事務職については、試用期間が終了すれば健康保

険、厚生年金保険及び雇用保険に同時に加入させていたと思う。」と供述して

いるところ、申立人について、同社における雇用保険の被保険者記録は確認で

きない。 

また、オンライン記録において、申立期間中にＡ社で厚生年金保険被保険者

資格を取得している申立人と同じ事務職であった同僚は、「私は、入社してす

ぐには厚生年金保険に加入しておらず、約５か月後に厚生年金保険に加入して

いる記録となっている。」と供述していることから、申立期間当時、同社にお

いては、必ずしも入社後すぐに従業員を厚生年金保険に加入させていなかった

状況がうかがえる。申立人については、試用期間又は、その他何らかの事情に



より、健康保険、厚生年金保険及び雇用保険のすべてに加入させていなかった

ものと考えるのが相当である。 

さらに、申立期間中のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票におい

て健康保険の整理番号に欠番が無く、申立人の申立期間に係る社会保険事務所

（当時）の記録が失われたとは考え難い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 

 


